
 

平成 19 年３月期  個別中間財務諸表の概要    平成 18年 11月 16日 
 

上 場 会 社 名  中央紙器工業株式会社  上 場 取 引 所   名   

コ ー ド 番 号  ３ ９ ５ ２  本 社 所 在 都 道 府 県  愛 知 県 

（ＵＲＬ http://www.mcpack.co.jp） 

代 表 者  取 締 役 社 長  合 原 美 治 

問合せ先責任者  常 務 取 締 役  平 野 忠 信 ＴＥＬ（０５２）４００－２８００ 

決算取締役会開催日 平成 18 年 11 月 16 日   配当支払開始日 平成 18 年 12 月 12 日 

単元株制度採用の有無 有（１単元 1,000 株） 

 
１．18 年９月中間期の業績(平成 18 年４月１日～平成 18 年９月 30 日) 
(１) 経営成績           (百万円未満切捨て) 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 
  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
18 年９月中間期 5,066 7.8 198 43.3 274 35.7 
17 年９月中間期 4,699 5.0 138 52.2 202 36.1 
1 8 年 ３ 月 期 9,756  303  435  
 

 中間（当期）純利益 １ 株 当 た り 中 間 
（ 当 期 ） 純 利 益 

 百万円 ％ 円 銭
18 年９月中間期 161 30.4 32 56 
17 年９月中間期 124 93.9 24 98 
1 8 年 ３ 月 期 262  47 59 

（注）①期中平均株式数 
18 年９月中間期  4,971,640 株  17 年９月中間期  4,971,723 株 18 年３月期  4,971,682 株 

②会計処理の方法の変更    無 

③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 

(２) 財政状態  

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 1 株当たり純資産

 百万円 百万円 ％ 円 銭
18 年９月中間期 6,739 5,030 74.6 1,011 80 
17 年９月中間期 6,116 4,723 77.2  950 18 
1 8 年 ３ 月 期 6,629 4,949 74.7  990 24 

（注）①期末発行済株式数  

18 年９月中間期 4,971,640 株  17 年９月中間期 4,971,640 株 18 年３月期 4,971,640 株 

②期末自己株式数  

18 年９月中間期 253,368 株  17 年９月中間期 253,368 株 18 年３月期 253,368 株 
 

２．19 年３月期の業績予想(平成 18 年４月１日～平成 19 年３月 31 日) 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円
通 期 10,430 450 355 

（参考） 1 株当たり予想当期純利益（通期） 71 円 41 銭 
 

３．配当状況 
1 株当たり配当金（円） 

・現金配当 
中 間 期 末 期 末 年 間 

18 年３月期 5.50 5.50 11.00 

19 年３月期（実績） 6.00 － 

19 年３月期（予想） － 6.00 
12.00 

 
※ 上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の

業績は今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 
なお、上記業績予想に関する事項は添付資料の６ページをご参照ください。 
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個 別 財 務 諸 表 等 

１．中間貸借対照表 

（単位：百万円） 

当 中 間 期 前 中 間 期 前 期 

(平成18年９月30日) (平成17年９月30日) (平成18年３月31日)
期 別 

科 目 
金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

（ 資 産 の 部 ） ％ ％ 
 

％

Ⅰ 流 動 資 産  3,113 46.2 3,051 49.9 3,286 49.6 

１．現 金 及 び 預 金  347  475  581 

２．受 取 手 形  216  198  216 

３．売 掛 金  2,198  2,039  2,192 

４．棚 卸 資 産  198  211  195 

５．そ の 他  154  129  102 

６．貸 倒 引 当 金  △2  △2  △2 

Ⅱ 固 定 資 産  3,626 53.8 3,064 50.1 3,342 50.4 

(1) 有 形 固 定 資 産  2,260 33.5 1,971 32.2 2,063 31.1 

１．建 物  833  876  856  

２．機 械 及 び 装 置  646  369  395  

３．土 地  612  560  560  

４．そ の 他  168  164  250  

(2) 無 形 固 定 資 産  19 0.3 20 0.4 20 0.3 

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産  1,346 20.0 1,072 17.5 1,258 19.0 

１．投 資 有 価 証 券  1,033  743  934  

２．そ の 他  343  361  358  

３．貸 倒 引 当 金  △29  △33  △34  

資 産 合 計  6,739 100.0 6,116 100.0 6,629 100.0 
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（単位：百万円） 

当 中 間 期 前 中 間 期 前 期 

(平成18年９月30日) (平成17年９月30日) (平成18年３月31日)

期 別 

科 目 

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

（ 負 債 の 部 ） ％ ％  ％

Ⅰ 流 動 負 債  1,230 18.3 979 16.0 1,190 17.9 

１．支 払 手 形  54  10  15  

２．買 掛 金  617  614  660  

３．未 払 法 人 税 等  122  90  131  

４．賞 与 引 当 金  94  95  99  

５．役 員 賞 与 引 当 金  13  －  －  

６．そ の 他  328  168  283  

Ⅱ 固 定 負 債  479 7.1 412 6.8 489 7.4 

１．退 職 給 付 引 当 金  318  309  311  

２．役員退職慰労引当金  119  103  111  

３．そ の 他  41  0  66  

負 債 合 計  1,709 25.4 1,392 22.8 1,679 25.3 

（ 純 資 産 の 部 ）   

Ⅰ 株 主 資 本  4,663 69.2 － － － － 

１．資 本 金  1,077 16.0 － － － － 

２．資 本 剰 余 金  980 14.5 － － － － 

（1）資 本 準 備 金  980  －  －  

３．利 益 剰 余 金  2,673 39.7 － － － － 

（1）利 益 準 備 金  103  －  －  

（2）その他利益剰余金  2,569  －  －  

別 途 積 立 金  1,880  －  －  

繰 越 利 益 剰 余 金  689  －  －  

４．自 己 株 式  △67 △1.0 － － － － 

Ⅱ 評 価 ･換 算 差 額 等  366 5.4 － － － － 

１．その他有価証券評価差額金  366 5.4 － － － － 

純 資 産 合 計  5,030 74.6 － － － － 

負 債 ・ 純 資 産 合 計  6,739 100.0 － － － － 

（ 資 本 の 部 ）   

Ⅰ 資 本 金  － － 1,077 17.6 1,077 16.3 

Ⅱ 資 本 剰 余 金  － － 980 16.0 980 14.8 

１．資 本 準 備 金  －  980  980  

Ⅲ 利 益 剰 余 金  － － 2,453 40.1 2,564 38.7 

１．利 益 準 備 金  －  103  103  

２．任 意 積 立 金  －  1,880  1,880  

３．中間(当期)未処分利益  －  470  581  

Ⅳ その他有価証券評価差額金  － － 279 4.6 393 5.9 

Ⅴ 自 己 株 式  － － △67 △1.1 △67 △1.0 

資 本 合 計  － － 4,723 77.2 4,949 74.7 

負 債 ・ 資 本 合 計  － － 6,116 100.0 6,629 100.0 
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２．中間損益計算書 

（単位：百万円） 

当 中 間 期 前 中 間 期 前 期 

自 平成18年４月１日 自 平成17年４月１日 自 平成17年４月１日

至 平成18年９月30日 至 平成17年９月30日 至 平成18年３月31日

期 別 

科 目 

金 額 百 分 比 金 額 百 分 比 金 額 百 分 比

  ％ ％  ％

Ⅰ 売 上 高  5,066 100.0 4,699 100.0 9,756 100.0 

Ⅱ 売 上 原 価  3,954 78.0 3,651 77.7 7,628 78.2 

売 上 総 利 益  1,112 22.0 1,047 22.3 2,127 21.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理費  913 18.1 908 19.3 1,824 18.7 

営 業 利 益  198 3.9 138 3.0 303 3.1 

Ⅳ 営 業 外 収 益  76 1.5 64 1.3 134 1.4 

Ⅴ 営 業 外 費 用  1 0.0 0 0.0 1 0.0 

    経 常 利 益  274 5.4 202 4.3 435 4.5 

Ⅵ 特 別 利 益  3 0.1 4 0.1 3 0.0 

Ⅶ 特 別 損 失  1 0.0 2 0.1 4 0.0 

    税引前中間（当期）純利益  276 5.5 204 4.3 434 4.5 

    法人税、住民税及び事業税  118 2.3 86 1.8 191 2.0 

    法 人 税 等 調 整 額  △4 △0.0 △6 △0.1 △19 △0.2 

    中間（当期）純利益  161 3.2 124 2.6 262 2.7 

    前 期 繰 越 利 益  －  346  346  

    中 間 配 当 額  －  －  27  

    中間（当期）未処分利益  －  470  581  
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３．中間株主資本等変動計算書 
当中間期（自 平成 18 年４月１日 至 平成 18 年９月 30 日） 

（単位：百万円） 

株 主 資 本 

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 

その他利益剰余金 

 

資本金 
資 本 

準 備 金 

資 本

剰 余 金

合 計

利 益

準 備 金 別 途

積 立 金

繰越利益

剰 余 金

利 益 

剰 余 金 

合 計 

自己株式 
株主資本

合 計

平成18年３月31日

残高 
1,077 980 980 103 1,880 581 2,564 △67 4,555

中間会計期間中の

変動額 
   

剰余金の配当（注）  △27 △27  △27

役員賞与（注）  △26 △26  △26

中間純利益  161 161  161

株主資本以外の

項目の中間会計

期間中の変動額

（純額） 

   

中間会計期間中の

変動額合計 
－ － － － － 108 108 － 108

平成18年９月30日

残高 
1,077 980 980 103 1,880 689 2,673 △67 4,663

 

評価 ･換算差額等 

 そ の 他 

有 価 証 券 

評価差額金 

評価・換算

差額等合計

純資産合計

平成18年３月31日

残高 
393 393 4,949

中間会計期間中の

変動額 
 

剰余金の配当（注）  △27

役員賞与（注）  △26

中間純利益  161

株主資本以外の

項目の中間会計

期間中の変動額

（純額） 

△27 △27 △27

中間会計期間中の 

変動額合計 
△27 △27 81

平成18年９月30日

残高 
366 366 5,030

（注）平成 18 年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

１． 資産の評価基準及び評価方法 

(1)有 価 証 券 

① 子 会 社 株 式  移動平均法による原価法 

② そ の 他 有 価 証 券 

ａ．時 価 の あ る も の  中間決算日の市場価格等に基づく時価法 

 （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定） 

ｂ．時 価 の な い も の  移動平均法による原価法 

(2)棚 卸 資 産 

① 商 品 ､ 製 品  総平均法による原価法 

② 原 材 料  総平均法による低価法 

③ 仕 掛 品  総平均法による原価法 

④ 貯 蔵 品  最終仕入原価法による原価法 

２． 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有 形 固 定 資 産  定率法 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建 物  ７年～50 年 

機械及び装置  ７年～12 年 

(2) 無 形 固 定 資 産  自社利用のソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間(５年)による定額法 

３． 引当金の計上基準 

(1) 貸 倒 引 当 金 

売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞 与 引 当 金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

(3) 役員賞与引当金 

役員賞与の支出に備えて、当事業年度における支給見込額の当中間会計期間負担額を計上して

おります。 

(4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当中間期末における退職給付債務及び年金資産残高に基づき

計上しております。 

(5) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上しております。 

４． 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しております。 

５． リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

６． その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理    税抜方式によっております。 
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７． 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

（役員賞与に関する会計基準） 

当中間期より、「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成 17 年 11 月 29 日）を適用

しております。 

これにより営業利益、経常利益及び税引前中間純利益は、それぞれ 13 百万円減少しております。 

 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

当中間期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成 17

年 12 月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第８号 平成 17 年 12 月９日）を適用しております。 

これまでの資本の部の合計に相当する金額は 5,030 百万円であります。 

なお、当中間期における中間貸借対照表の純資産の部については、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則により作成しております。 
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注 記 事 項 

(中間貸借対照表関係) 

 当 中 間 期 前 中 間 期 前 期

１．有形固定資産の減価償却累計額 4,080 百万円 3,908 百万円 4,004 百万円

２．担保に供している資産及びこれに対応する債務は、次のとおりであります。 

(1) 担保に供している資産 

 財団抵当に供している資産   

 有 形 固 定 資 産 847 百万円 590 百万円 620 百万円

 その他の担保に供している資産  

 有 形 固 定 資 産 56 百万円 57 百万円 57 百万円

 合 計 904 百万円 648 百万円 678 百万円

(2) 上記に対応する債務はありません。 

３．中間期末日満期手形 
中間期末日満期手形の会計処理については、中間期の末日が金融機関の休日でしたが、満期日に

決済が行われたものとして処理しております。 

 中間期末日満期手形の金額は、次のとおりであります。 

 受 取 手 形 30 百万円 －百万円 －百万円

 支 払 手 形 0 百万円 －百万円 －百万円

 

 (中間損益計算書関係) 

 当 中 間 期 前 中 間 期 前 期

１．減価償却実施額 

有 形 固 定 資 産 94 百万円 92 百万円 196 百万円

２．営業外収益の主なもの 

受 取 配 当 金 15 百万円 15 百万円 25 百万円

仕 入 割 引 12 百万円 11 百万円 23 百万円

ロ イ ヤ リ テ ィ ー 収 入 35 百万円 24 百万円 58 百万円

３．特別利益の主なもの 

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 3 百万円 4百万円 3 百万円

４．特別損失の主なもの 

固定資産売却損及び廃却損 1 百万円 2百万円 4 百万円

 

(中間株主資本等変動計算書関係) 
  

当中間期（自 平成 18 年４月１日 至 平成 18 年９月 30 日） 
  

自己株式の種類及び株式数に関する事項 
（単位：千株） 

 前 期 末 株 式 数 当中間期増加株式数 当中間期減少株式数 当中間期末株式数

普 通 株 式 253 － － 253 

合 計 253 － － 253 
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(リース取引関係) 

１． リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  当 中 間 期 前 中 間 期 前 期

（単位：百万円） 

  

取 得 

価 額 

相当額 

減 価 

償 却 

累計額

相当額 

減 損

損 失

累計額

相当額

中 間

期 末

残 高

相当額

取 得

価 額

相当額

減 価

償 却

累計額

相当額

減 損

損 失

累計額

相当額

中 間

期 末

残 高

相当額

取 得 

価 額 

相当額 

減 価 

償 却 

累計額

相当額 

減 損

損 失

累計額

相当額

期 末

残 高

相当額

 そ の 他 77 24 － 52 64 38 － 26 56 32 － 24

 計 77 24 － 52 64 38 － 26 56 32 － 24

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

 １ 年 内 16 百万円 12 百万円 11 百万円 

 １ 年 超 38 百万円 15 百万円 14 百万円 

 計 55 百万円 28 百万円 25 百万円 

 
リース資産減損勘定の

残高 
－百万円 －百万円 －百万円 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

 支 払 リ ー ス 料 7 百万円 8 百万円 15 百万円 

 
リース資産減損勘定

の取崩額 
－百万円 －百万円 －百万円 

 減価償却費相当額 8 百万円 7 百万円 14 百万円 

 支 払 利 息 相 当 額 0 百万円 0 百万円 1 百万円 

 減 損 損 失 －百万円 －百万円 －百万円 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

(5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっております。 

 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

 １ 年 内 7 百万円 6 百万円 7 百万円 

 １ 年 超 6 百万円 7 百万円 7 百万円 

 計 13 百万円 14 百万円 14 百万円 
  

－33－ 


